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①救急現場及び搬送途上において,拡大9項馴こわた

る高度な救急処置あるいは応急手当が可能を救急隊展を

大幅に養成することにより,致命率の向上が図られる.

②平成11年度を目途に高度な応急処置が実施できる救

急隊腰を1救急隊当た机0名配置が可能となり,集団災

害時等に即応できる高度敵意体制の早期整備が図られる.

③救急業務の高度化を田指す消防本部の要望に応える

とともに,国が行おうとしている救急隊員資格の引上げ

に対応できる当面の養成必要人員が早期に確保できる.

-1.課題

教育訓練内容の充実強化を図るため,基礎医学科目に

ついては新潟救急医学会の全面的な支援を受け,講帥を

派遣していただき早大きな成果をあげている.

-方,厳しい財政状況の下,当校の教育訓練施設,及

び資器材等の整備状況は必ずしも十分とは言えずサ時代

の要請に適切に対応できる高度,かつ,専門的な教育訓

練の実施を円滑に行うには,必要な施設,資器材等の効

率的な整備が緊急の課題となっている.

4) プレホスピタル ･ケア体制 :その2--救
急 救 命十の養成計画について

駒野二三男 (新潟県消防防災課 )

県内消防本部の救急救命士については,平成3年度に

第 1号の敦急救命士が誕生し,本年度末には33消防本部

中26本部に91人が配置される予定である.消防本部ごと

に見ると,地域により大きな差異がある.

養成計画については,県内のいずれの消防本部におい

て転最低1台の高規格救急車が運用できるようにするこ

とを当面の目標としている.

具体的には,全都道府県の出資により設立された救急

振興財団の研修所に平成3年度から救急隊腰を派遺して

おり,平成7年度からは毎年18人ずつ養成し,来年度か

らは毎年24人に拡充する予定である.

この計画により.県内の3分のlの救急隊に常時1人

を配置するには今後2-4年,全ての救急隊に常時1人

を配置するには呈2-17年程度を要することとなるが,地

域的な偏在を考慮すると,さらに相当の単数が必要にな

ると考えられる.

救急救命士が救急隊員として十分に能力を発揮するに

紘,救急隊層の専任率向上などの環境整備が必要である

が,そのためには,何よりもまず消防本部の充実を図る
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ことが重要であt).消防の広域再編により組織,財政規

模の拡大を図り.救急業務を含む消防業務全体の科学化 ･

高l･酎ヒを推進していく必要がある.

今後,救急救命_-トがその実力を維持.向上していくに

は,医療機関との連携を一層強化し,患者搬送先となる

医療機関等においで,医師の指導を受けることが最も効

果的であると考えられる.このことから,救急救命士の

生涯教育について,是非とも関係医療機関の御支援をお

願いしたい.

5) 精神科救急医療システムについて

新潟県における精神科救急医療システムの

硯状と課題

: L㌧ 圧 一里 言 上 :

平成9年9月にスタ-トした新潟県精神科救急医療シ

ステムについて,現状を報告し今後の在り方について考

察する.

厚生省補助を受けた県単事業であるこのシステムは現

在全国で整備がはかられている.病院群輪番制を基礎と

した2次救急医療システムで,実施時間は土日祝祭日年

末年始の9時-17時,対象は精神疾患の急激な発症や精

神症状の悪化により速やかに精神科治療を必要とする者

である.圏域は5プロッタと全国で最多を誇る.

平成9年9月1ケ月間の実施日は10日間で,電話相談

9件,来院診察23件うち入院8件,計32件があった.莱

院経路は本人と家族の希望によるものが8割を占め,救

急隊と轡寮が関与したものが2件ずつ,-般病院からの
受診は1作であった.精神疾患別分軸は精神分袈病が16

%と最も多く,次いでアルコ-ル依存症,痴呆,人格障

害が並んだ.入院8件のうち非自発的入院である医療保

護入院が5件と多かった.

本県のシステムの長所は,①全国最多のブロック数で

あり救急医療圏を2次医療圏に近づける努力がなされて

いる,②各ブロックで実効的なシステムを選択している,

である.逆に短所は,①7×24体制でない,②アクセス

が簡便でない,③ トリアージ機関がない,⑥搬送の間違

が解決していない,⑤後方医療がほぼない予⑥身体医療

との連携の観点が欠落している.である.

今後,課濃を服次解決し,より県民や一般医療関係者

に役立つシステム-転換することが必要である.


